
JP 4292010 B2 2009.7.8

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無線インターフェイスを経て少なくとも一つの第１ステーションと通信する装置におい
て、該第１ステーション及び前記装置がまた同時に通信している各任意の他のステーショ
ンから電力制御コマンドを受信し、
　前記第１ステーションへの一以上の送信のために前記装置により使用されるための送信
パラメータに関連する追加的な制御情報をコントローラから受信し、
　前記装置からの送信を最良のクオリティパラメータを伴い受信するステーションからの
電力制御コマンドに基づき、且つコントローラによって複数の制御コマンドから選択され
た一つの制御コマンドを含む前記追加的な制御情報であって、コントローラから受信され
た追加的な制御情報に基づいて前記装置から第１ステーションへの一以上の送信を制御す
ることを含む方法。
【請求項２】
　前記追加的な制御情報は、前記装置から前記第１ステーションへの一以上の送信のため
にさらにどの程度の送信電力が使用されるべきかに関する電力オフセット情報を含む請求
項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記電力オフセット情報は、オフセットが要求されないか、または所定の追加電力が要
求されるかを指示する請求項２に記載の方法。
【請求項４】
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　前記電力オフセット情報は、第１の値のオフセットが要求されるか、または、第２の値
のオフセットが要求されるかを示す請求項２に記載の方法。
【請求項５】
　前記追加的な制御情報は、前記装置から前記第１ステーションへの前記一以上の送信の
ためにより強力なコードの使用を指定する請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記追加的な制御情報は、前記第１ステーションへの前記一以上の送信を増加された回
数繰り返すことの指示を含む請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記装置から前記第１ステーションへの前記一以上の送信は、前記第１ステーションか
ら前記装置において受信されるデータの確認を含む請求項１ないし６のいずれか１項に記
載の方法。
【請求項８】
　前記装置から前記第１ステーションへの前記一以上の送信は高速データ共用チャネル（
ＨＳ－ＤＳＣＨ）において前記第１ステーションから受信されるデータの確認を含む請求
項７に記載の方法。
【請求項９】
　前記装置から前記第１ステーションへの一以上の送信は測定レポートまたはクオリティ
レポートを含む請求項１に記載の方法。
【請求項１０】
　前記追加的な制御情報は所定の事象に応答して送信される請求項１ないし９のいずれか
１項に記載の方法。
【請求項１１】
　前記追加的な制御情報は、前記装置のために、前記装置と基地局との接続の間に一度提
供される請求項１ないし１０のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１２】
　前記第１ステーションへの一以上の送信は前記第１ステーションからのメッセージへの
応答を含み、前記追加的な制御情報は応答が要求されるたびに提供される請求項１ないし
９のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１３】
　前記追加的な制御情報は、応答が要求される各メッセージに挿入される請求項１２に記
載の方法。
【請求項１４】
　第１ステーションからのメッセージはデータチャネルにおいて提供され、前記追加的な
制御情報は関連する制御チャネルにおいて提供される請求項１２または１３に記載の方法
。
【請求項１５】
　前記第１ステーションへの一以上の送信はデータチャネルにおける前記第１ステーショ
ンからのメッセージへの応答を含み、前記追加的な制御情報は前記データチャネルに関連
付けられた制御チャネルにおいて提供される請求項１ないし９のいずれか１項に記載の方
法。
【請求項１６】
　無線インターフェイスを経て少なくとも一つの第１ステーションと通信する装置であっ
て、該第１ステーションから及び前記装置がまた同時に通信している各任意の他のステー
ションから電力制御コマンドを受信し、
　前記第１ステーションへの一以上の送信のために前記装置により使用されるための送信
パラメータに関連する追加的な制御情報をコントローラから受信し、
　前記装置からの送信を最良のクオリティパラメータを伴い受信するステーションからの
電力制御コマンドに基づき、且つコントローラによって複数の制御コマンドから選択され
た一つの制御コマンドを含む前記追加的な制御情報であって、コントローラから受信され
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た追加的な制御情報に基づいて前記装置から第１ステーションへの一以上の送信を制御す
る装置。
【請求項１７】
　前記追加的な制御情報は、前記装置から前記第１ステーションへの一以上の送信のため
にさらにどの程度の送信電力が使用されるべきかに関する電力オフセット情報を含む請求
項１６に記載の装置。
【請求項１８】
　前記電力オフセット情報は、オフセットが要求されないか、または所定の追加電力が要
求されるかを指示する請求項１７に記載の装置。
【請求項１９】
　前記電力オフセット情報は、第１の値のオフセットが要求されるか、または、第２の値
のオフセットが要求されるかを示す請求項１７に記載の装置。
【請求項２０】
　前記追加的な制御情報は、前記装置から前記第１ステーションへの前記一以上の送信の
ためにより強力なコードの使用を指定する請求項１６に記載の装置。
【請求項２１】
　前記追加的な制御情報は、前記第１ステーションへの前記一以上の送信を増加された回
数繰り返すことの指示を含む請求項１６に記載の装置。
【請求項２２】
　前記装置から前記第１ステーションへの前記一以上の送信は、前記第１ステーションか
ら前記装置において受信されるデータの確認を含む請求項１６ないし２１のいずれか１項
に記載の装置。
【請求項２３】
　前記装置から前記第１ステーションへの前記一以上の送信は高速データ共用チャネル（
ＨＳ－ＤＳＣＨ）において前記第１ステーションから受信されるデータの確認を含む請求
項２２に記載の装置。
【請求項２４】
　前記装置から前記第１ステーションへの一以上の送信は測定レポートまたはクオリティ
レポートを含む請求項１６に記載の装置。
【請求項２５】
　前記追加的な制御情報は所定の事象に応答して送信される請求項１６ないし２４のいず
れか１項に記載の装置。
【請求項２６】
　前記追加的な制御情報は、前記装置のために、前記装置と基地局との接続の間に一度提
供される請求項１６ないし２５のいずれか１項に記載の装置。
【請求項２７】
　前記第１ステーションへの一以上の送信は前記第１ステーションからのメッセージへの
応答を含み、前記追加的な制御情報は応答が要求されるたびに提供される請求項１６ない
し２４のいずれか１項に記載の装置。
【請求項２８】
　前記追加的な制御情報は、応答が要求される各メッセージに挿入される請求項２７に記
載の装置。
【請求項２９】
　第１ステーションからのメッセージはデータチャネルにおいて提供され、前記追加的な
制御情報は関連する制御チャネルにおいて提供される請求項２７または２８に記載の装置
。
【請求項３０】
　前記第１ステーションへの一以上の送信はデータチャネルにおける前記第１ステーショ
ンからのメッセージへの応答を含み、前記追加的な制御情報は前記データチャネルに関連
付けられた制御チャネルにおいて提供される請求項１６ないし２４のいずれか１項に記載
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の装置。
【請求項３１】
　装置が無線インターフェイスを経て少なくとも一つの第１ステーションと通信し且つ前
記第１ステーション及び前記装置がまた同時に通信する各任意の他のステーションから電
力制御コマンドを受信するシステムにおいて使用される機器であって、
　前記機器は、前記第１ステーションへの一以上の送信のために前記装置によって使用さ
れるための送信パラメータに関連する追加的な制御情報を前記装置に提供するように構成
されたコントローラを備え、
　前記追加的な制御情報は、コントローラによって複数の制御コマンドから選択される一
つの制御コマンドを含み、且つ前記装置から前記第１ステーションへの一以上の送信を制
御するために前記装置からの送信を最良のクオリティパラメータを伴い受信するステーシ
ョンからの電力制御コマンドとともに装置によって使用される機器。
【請求項３２】
　前記追加的な制御情報は、前記装置から前記第１ステーションへの一以上の送信のため
にさらにどの程度の送信電力が使用されるべきかに関する電力オフセット情報を含む請求
項３１に記載の機器。
【請求項３３】
　前記電力オフセット情報は、オフセットが要求されないか、または所定の追加電力が要
求されるかを指示する請求項３２に記載の機器。
【請求項３４】
　前記電力オフセット情報は、第１の値のオフセットが要求されるか、または、第２の値
のオフセットが要求されるかを示す請求項３２に記載の機器。
【請求項３５】
　前記追加的な制御情報は、前記装置から前記第１ステーションへの前記一以上の送信の
ためにより強力なコードの使用を指定する請求項３１に記載の機器。
【請求項３６】
　前記追加的な制御情報は、前記第１ステーションへの前記一以上の送信を増加された回
数繰り返すことの指示を含む請求項３１に記載の機器。
【請求項３７】
　前記装置から前記第１ステーションへの前記一以上の送信は、前記第１ステーションか
ら前記装置において受信されるデータの確認を含む請求項３１ないし３６のいずれか１項
に記載の機器。
【請求項３８】
　前記装置から前記第１ステーションへの前記一以上の送信は高速データ共用チャネル（
ＨＳ－ＤＳＣＨ）において前記第１ステーションから受信されるデータの確認を含む請求
項３７に記載の機器。
【請求項３９】
　前記装置から前記第１ステーションへの一以上の送信は測定レポートまたはクオリティ
レポートを含む請求項３１に記載の機器。
【請求項４０】
　前記追加的な制御情報は所定の事象に応答して送信される請求項３１ないし３９のいず
れか１項に記載の機器。
【請求項４１】
　前記追加的な制御情報は、前記装置のために、前記装置と基地局との接続の間に一度提
供される請求項３１ないし４０のいずれか１項に記載の機器。
【請求項４２】
　前記第１ステーションへの一以上の送信は前記第１ステーションからのメッセージへの
応答を含み、前記追加的な制御情報は応答が要求されるたびに提供される請求項３１ない
し３９のいずれか１項に記載の機器。
【請求項４３】
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　前記追加的な制御情報は、応答が要求される各メッセージに挿入される請求項４２に記
載の機器。
【請求項４４】
　第１ステーションからのメッセージはデータチャネルにおいて提供され、前記追加的な
制御情報は関連する制御チャネルにおいて提供される請求項４２または４３に記載の機器
。
【請求項４５】
　前記第１ステーションへの一以上の送信はデータチャネルにおける前記第１ステーショ
ンからのメッセージへの応答を含み、前記追加的な制御情報は前記データチャネルに関連
付けられた制御チャネルにおいて提供される請求項３１ないし３９のいずれか１項に記載
の機器。
【請求項４６】
　装置が無線インターフェイスを経て少なくとも一つの第１ステーションと通信し、前記
第１ステーション及び前記装置がまた同時に通信している各任意の他のステーションから
電力制御コマンドを受信するシステムにおいて使用される方法であって、
　前記方法は、前記第１ステーションへの一以上の送信のために前記装置により使用され
るための送信パラメータに関連する追加的な制御情報を前記装置へ提供することを含み、
　前記追加的な制御情報はコントローラによって複数の制御コマンドから選択された一つ
の制御コマンドを含み、そして前記装置から前記第１ステーションへの一以上の送信を制
御するために前記装置からの送信を最良のクオリティパラメータを伴い受信するステーシ
ョンからの電力制御コマンドとともに前記装置によって使用される方法。
【請求項４７】
　前記追加的な制御情報は、前記装置から前記第１ステーションへの一以上の送信のため
にさらにどの程度の送信電力が使用されるべきかに関する電力オフセット情報を含む請求
項４６に記載の方法。
【請求項４８】
　前記電力オフセット情報は、オフセットが要求されないか、または所定の追加電力が要
求されるかを指示する請求項４７に記載の方法。
【請求項４９】
　前記電力オフセット情報は、第１の値のオフセットが要求されるか、または、第２の値
のオフセットが要求されるかを示す請求項４７に記載の方法。
【請求項５０】
　前記追加的な制御情報は、前記装置から前記第１ステーションへの前記一以上の送信の
ためにより強力なコードの使用を指定する請求項４６に記載の方法。
【請求項５１】
　前記追加的な制御情報は、前記第１ステーションへの前記一以上の送信を増加された回
数繰り返すことの指示を含む請求項４６に記載の方法。
【請求項５２】
　前記装置から前記第１ステーションへの前記一以上の送信は、前記第１ステーションか
ら前記装置において受信されるデータの確認を含む請求項４６ないし５１のいずれか１項
に記載の方法。
【請求項５３】
　前記装置から前記第１ステーションへの前記一以上の送信は高速データ共用チャネル（
ＨＳ－ＤＳＣＨ）において前記第１ステーションから受信されるデータの確認を含む請求
項５２に記載の方法。
【請求項５４】
　前記装置から前記第１ステーションへの一以上の送信は測定レポートまたはクオリティ
レポートを含む請求項４６に記載の方法。
【請求項５５】
　前記追加的な制御情報は所定の事象に応答して送信される請求項４６ないし５４のいず
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れか１項に記載の方法。
【請求項５６】
　前記追加的な制御情報は、前記装置のために、前記装置と基地局との接続の間に一度提
供される請求項４６ないし５５のいずれか１項に記載の方法。
【請求項５７】
　前記第１ステーションへの一以上の送信は前記第１ステーションからのメッセージへの
応答を含み、前記追加的な制御情報は応答が要求されるたびに提供される請求項４６ない
し５４のいずれか１項に記載の方法。
【請求項５８】
　前記追加的な制御情報は、応答が要求される各メッセージに挿入される請求項５７に記
載の方法。
【請求項５９】
　第１ステーションからのメッセージはデータチャネルにおいて提供され、前記追加的な
制御情報は関連する制御チャネルにおいて提供される請求項５７または５８に記載の方法
。
【請求項６０】
　前記第１ステーションへの一以上の送信はデータチャネルにおける前記第１ステーショ
ンからのメッセージへの応答を含み、前記追加的な制御情報は前記データチャネルに関連
付けられた制御チャネルにおいて提供される請求項４６ないし５４のいずれか１項に記載
の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、通信システムに係り、より詳細には、通信システムのステーション間の送信
に係るが、これに限定されない。
【背景技術】
【０００２】
　２つ以上のステーション間にワイヤレス通信を与えるための種々の異なる通信システム
が知られている。通信ネットワークのステーションとユーザ装置との間にワイヤレス通信
媒体が設けられる。又、２つのユーザ装置間又は通信ネットワークの２つのステーション
間にもワイヤレス通信媒体が設けられる。
【０００３】
　ワイヤレス通信システムは、音声通信やデータ通信のような種々の形式の通信に使用さ
れる。ワイヤレスシステムは、回路交換又はパケット交換或いはその両方を提供する。パ
ケット交換サービスでは、データ（例えば、スピーチデータ、ユーザデータ、ビデオデー
タ又は他のデータ）がデータパケットにおいて通信される。ワイヤレス通信における開発
は、実質的に高いデータレートのデータ、即ちいわゆる高速データ（ＨＳＤ）を搬送でき
るシステムを導いた。
【０００４】
　ワイヤレス通信システムの一例は、セルラー通信システムである。このセルラーシステ
ムでは、ユーザ装置は、セルと称されるアクセスエンティティを経て通信ネットワークに
アクセスし、従って、セルラーシステムという名前になる。当業者は、セルラーネットワ
ークの基本的な動作原理及び要素を知っており、それ故、ここでは詳細に説明しない。セ
ルとは、ユーザ装置（ＵＥ）にサービスする１つ又は多数のベースステーション（ＢＳ）
によりそれらの間のワイヤレスインターフェイスを経てサービスされる無線アクセスエン
ティティとして定義できることに注意すれば充分である。セルラーネットワークは、例え
ば、ＣＤＭＡ（コード分割マルチアクセス）、ＷＣＤＭＡ（ワイドバンドＣＤＭＡ）、Ｔ
ＤＭＡ（時分割マルチアクセス）、ＦＤＭＡ（周波数分割マルチアクセス）、或いはＳＤ
ＭＡ（スペース分割マルチアクセス）、及びその混成体のようなアクセスシステムをベー
スとするネットワークを含む。
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【０００５】
　ワイヤレス通信システムには、通常、無線リソース管理ファンクションが設けられる。
無線リソース管理の特徴は、ベースステーションとユーザ装置との間の通信中に、ベース
（トランシーバ）ステーションと、そのベースステーションに関連したユーザ装置との間
の電力レベルのようなリソースの利用を連続的に調整できるというものである。無線リソ
ースの利用は、ベースステーションからユーザ装置に向って生じる送信（ダウンリンク）
及びユーザ装置からベースステーションに向って生じる送信（アップリンク）に対して制
御される。ベースステーションとユーザ装置との間の送信に対し種々の状態において充分
なクオリティ及び信頼性を与える一方、他の装置への通信により生じる干渉及び電力消費
を減少するために、調整が行われる。
【０００６】
　ユーザ装置は、多数のベースステーションと同時に通信することができる。図１は、ユ
ーザ装置ＭＳ１が２つのベースステーションＢＳ１、ＢＳ２と通信する場合の一例を示す
。複数のベースステーションとの同時通信は、例えば、ユーザ装置があるベースステーシ
ョンから別のベースステーションへハンドオーバーされるべきときに生じる。
【０００７】
　ハンドオーバーは、いわゆるソフトハンドオーバー手順により実行される。例えば、Ｃ
ＤＭＡでは、ソフトハンドオーバーを使用して、ユーザ装置により生じる干渉が減少され
る。ソフトハンドオーバーの間に、ユーザ装置の送信電力は、通常、最低の送信電力を要
求するベースステーションからの電力制御コマンドに基づいて調整される。ソフトハンド
オーバーに含まれる各ベースステーションは、所与のユーザ装置からの信号のクオリティ
を測定し、そしてその電力制御コマンドをユーザ装置へ送信して、電力アップ又はダウン
を求める。ユーザ装置は、ソフトハンドオーバーに含まれた全てのベースステーションが
更に電力を要求する場合だけその送信電力を増加する。
【０００８】
　ユーザ装置は、制御メッセージ、ユーザデータ等々のデータをベースステーションから
受け取る。ユーザ装置は、２つ以上のベースステーションからデータを受け取ることがで
きる。これらデータ送信の幾つかは、ユーザ装置によって応答されねばならない。その応
答は、例えば、ユーザ装置がメッセージを受信し及び／又はユーザ装置がメッセージに応
答してタスクを実行したという確認であり、及び／又はベースステーションにより要求さ
れる問合せに対する応答及び／又は他のフィードバックである。以下、第三世代ワイドバ
ンドコード分割マルチアクセス（３Ｇ　ＷＣＤＭＡ）システムにおける確認について詳細
に説明する。
【０００９】
　ＷＣＤＭＡベースのシステムでは、上記高速データは、例えば、いわゆる高速ダウンリ
ンクパケットアクセス（ＨＳＤＰＡ）技術によりイネーブルされる。この高速ダウンリン
クパケットアクセス（ＨＳＤＰＡ）は、高速混成自動繰り返し要求（ＨＡＲＱ）、適応コ
ード及び変調（ＡＭＣ）、及び／又は高速セル選択（ＦＣＳ）のようなファンクションを
含む。これらのファンクションは、当業者に知られており、従って、ここでは詳細に説明
しない。ＨＳＰＤＡのこれら及び他のファンクションの詳細な説明は、例えば、「Physic
al Layer Aspects of UTRA High Speed Downlink Packet Access」と題する第三世代パー
トナーシッププロジェクトテクニカルレポートＮｏ．３Ｇ　ＴＲ２５．８４８リリース２
０００に見ることができる。ＨＳＤＰＡは、ＷＣＤＭＡに使用するように指定されている
が、同様の基本的な原理を他のアクセス技術にも適用できることが明らかであろう。
【００１０】
　ここでは、高速ダウンリンクパケットアクセス（ＨＳＤＰＡ）において、高速ダウンリ
ンク共用チャンネル（ＨＳ－ＤＳＣＨ）を経てデータを受信する各ユーザ装置には、関連
専用チャンネル（ＤＣＨ）も割り当てられると仮定する。この専用チャンネルは、物理層
における専用物理チャンネル（ＤＰＣＨ）にマップされる。このＤＰＣＨは、通常、アッ
プリンク及びダウンリンクの両方において専用物理的データチャンネル（ＤＰＤＣＨ）及
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び専用物理的制御チャンネル（ＤＰＣＣＨ）に分割される。電力制御コマンド、搬送フォ
ーマット情報及び専用パイロット記号のようなデータは、ＤＰＣＣＨを経て送信される。
又、ダイバーシティフィードバック情報のような情報は、アップリンクにおいてＤＰＣＣ
Ｈを経て送信される。ＨＳ－ＤＳＣＨは、物理層において１つ又は多数の高速物理的ダウ
ンリンク共用チャンネル（ＨＳ－ＰＤＳＣＨ）へとマップされる。
【００１１】
　それに関連した専用チャンネルが、通常、ダウンリンク及びアップリンクの両方に設け
られる。専用チャンネルは、通常、ＨＳＤＰＡ関連情報／シグナリング並びに他の専用デ
ータ、例えば、スピーチ及び制御データを搬送するのに使用される。ユーザ装置は、多数
のベースステーションと同時に通信できる。例えば、ソフトハンドオーバーには、関連専
用チャンネルが含まれる。
　その関連専用チャンネルに加えて、ＨＳ－ＤＳＣＨは、共用制御チャンネル（ＳＣＣＨ
）にも関連される。ＳＣＣＨは、ＨＳ－ＤＳＣＨ特有の情報／シグナリングを、ＨＳ－Ｄ
ＳＣＨを経てデータを受信するユーザへ搬送するのに使用できる。
【００１２】
　現在の提案は、専用チャンネルを使用して、ＨＳ－ＤＳＣＨ及びＳＣＣＨに読み取られ
るべきデータがあることをユーザ装置に通知することである。即ち、所与の時間にデータ
を受信するユーザだけが、専用チャンネルを経て指示を受け取る。専用チャンネルは、共
用チャンネルを指すのでポインタチャンネルと称することができる。又、専用チャンネル
は、変調及びコード機構、電力レベル、及び共用チャンネルに使用される同様のパラメー
タに関する情報も含むことができる。この情報も、共用チャンネルを経て送信することが
できる。一方、共用制御チャンネルは、共用データチャンネル（ＨＳ－ＤＳＣＨ）を経て
送信されるデータに特有の情報を搬送するのに使用される。この情報は、例えば、ＨＡＲ
Ｑのパケット番号等を含むことができる。共用制御チャンネルは、個別コードチャンネル
（コード多重化）を経て送信することもできるし、又はＨＳ－ＰＤＳＣＨと同じコードチ
ャンネル（時間多重化）を使用して送信することもできる。
【００１３】
　専用チャンネルとは異なり、ＨＳ－ＤＳＣＨは、ソフトハンドオーバーには含まれない
と仮定する。即ち、各ベースステーションは、それ自身の共用チャンネルを有すると仮定
し、そしてユーザ装置は、一度に１つのベースステーションのみからデータを受信すると
仮定する。いわゆる高速セル選択（ＦＣＳ）技術を使用して、１つのベースステーション
から別のベースステーションへデータ送信を切り換えることができる。しかしながら、共
用チャンネルは、電力制御を使用しない。むしろ、共用チャンネルは、固定又は半固定電
力で送信されると提案される。「半固定」という語は、ここでは、電力が頻繁に変化しな
いことを意味する。電力は、例えば、セル特有のパラメータである。
【００１４】
　現在提案されている構成では、高速ダウンリンク共用チャンネル（ＨＳ－ＤＳＣＨ）は
、少なくとも受信側ステーションが共用チャンネルを経て受信するときのタイミングに関
する情報をダウンリンクに搬送する専用チャンネルに関連付けされるように計画される。
この関連専用チャンネルは、おそらく、他の情報も搬送する。アップリンクでは、この関
連専用チャンネルは、例えば、高速ＨＡＲＱに必要な確認（ＡＣＫ）を搬送する。
【００１５】
　本発明者は、これが、例えば、高速ＨＡＲＱ確認のアップリンク電力制御の状況におい
て問題であると分かった。問題の状態は、特に、関連専用チャンネルがソフトハンドオー
バーモードにあるときに生じる。ソフトハンドオーバーの間に、アップリンク電力は、ア
クティブな組のベースステーションの中で最良のクオリティのアップリンクに基づいて調
整される。しかしながら、高速共用チャンネルのシグナリングは、別のベースステーショ
ンから送信することができる。ユーザ装置と上記他のベースステーションとの間の通信リ
ンクは、上記最良のアップリンク接続よりクオリティが悪い。それにも拘らず、上記他の
ベースステーションは、ユーザ装置から確認のような応答を受信することを期待する。こ
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のアップリンク接続のクオリティは、最良のアップリンクより実質的にクオリティが低い
ので、応答が適切に受信されずドロップするか、又は全く受信されない危険性がある。
【００１６】
　高速セル選択ファンクションを使用して、ある場合に、ユーザ装置に向う通信に考えら
れる最良のダウンリンクを使用することを保証することができる。しかしながら、最良の
アップリンクを与えるベースステーションは、最良のダウンリンクを与えるベースステー
ションと異なってもよい。これは、例えば、高速フェージングやその他シグナリング条件
の変化によるためである。これは、応答機能の非信頼性を高めることになる。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１７】
　この問題を解決するための公知の提案は、例えば、繰り返しコードを使用することによ
るいわゆる強力コードを含む。この繰り返しコードでは、確認（ＡＣＫ）ビット（１つ又
は複数）が数回繰り返される。しかしながら、これは、確認メッセージの正しい受信を保
証したい場合にはエアインターフェイスに著しい追加負荷を招き及び／又は著しく多くの
無線リソースを予約することになる。
【００１８】
　別の公知提案は、確認（ＡＣＫ）送信のためのいわゆる固定電力オフセットである。こ
れは、アップリンクのクオリティが最悪であっても確認が受け取られるよう確保するため
に全ての確認メッセージが増加電力又はある電力で送信されることを意味する。しかしな
がら、確認メッセージのための固定電力レベルは、実質的に貧弱なシグナリング条件の問
題を完全に解決するものではない。従って、電力が充分に高くない状態が依然として生じ
る。一方、固定電力レベルが不必要に高いこともあり得る。従って、信頼性の問題に加え
て、この解決策は、著しく高い電力がユーザ装置により使用されて、干渉や、不必要に高
い電力消費を招くという点で欠点がある。
【課題を解決するための手段】
【００１９】
　本発明の実施形態は、上述した問題の１つ又は多数に対処することに向けられる。
　本発明の１つの態様によれば、第１ステーションと第２ステーションとの間で通信する
方法において、第２ステーションが第１ステーションに向けていかに送信すべきかに関す
る情報を第１ステーションから第２ステーションへ通信し、そして上記情報が与えられな
い場合に第２ステーションが送信すべき仕方で送信するのではなく、第１ステーションか
らの上記情報に基づいて第２ステーションから送信するという段階を備えた方法が提供さ
れる。
【００２０】
　特定の実施形態では、上記情報は、専用チャンネルを経て第１ステーションから第２ス
テーションへ送信される。
　別の特定の実施形態では、上記情報は、第１ステーションから第２ステーションへ送信
されるメッセージにおいて通信される。上記メッセージに対する応答が上記情報に基づい
て第２ステーションから送信される。
　第２ステーションは、上記情報を受信した後に上記情報に基づいて設定された送信電力
で送信する。
【００２１】
　第２ステーションは、送信を繰り返し、送信の回数は、上記情報に依存する。
　上記情報は、オフセットパラメータを定義し、上記送信の電力レベルは、送信に対して
上記オフセットパラメータにより指示された量だけシフトされる。
　付加的なステップにおいて、第１ステーションと第２ステーションとの間のインターフ
ェイスのクオリティが決定される。第２ステーションへ送信されるべき情報は、上記決定
に基づいて第１ステーションにより定義される。
【００２２】
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　第２ステーションは、少なくとも１つの更に別のステーションと通信し、該更に別のス
テーションは、第２ステーションに制御命令を与える。第２ステーションは、上記少なく
とも２つのステーション間のハンドオーバーに含まれる。第２ステーションは、ソフトハ
ンドオーバーモードにある。
【００２３】
　本発明の別の態様によれば、ステーションと、ワイヤレスインターフェイスを経て上記
ステーションと通信するためのユーザ装置であって、少なくとも１つの送信パラメータを
制御するユーザ装置と、上記ステーションへ送信するときにユーザ装置により使用される
送信パラメータに関連した情報をユーザ装置に与えるための制御手段とを備え、ユーザ装
置は、そのユーザ装置に上記情報が与えられない場合の送信パラメータではなく上記情報
に基づく異なる送信パラメータで送信できるようにされた通信システムが提供される。
【００２４】
　少なくとも１つの更に別のステーションが設けられ、この更に別のステーションは、ユ
ーザ装置と通信するためのもので、ユーザ装置は、上記情報が与えられない限り、この更
に別のステーションからの制御命令に従うように構成されるのが好ましい。
【００２５】
　本発明の更に別の態様によれば、あるステーションから別のステーションへ通信される
べきメッセージを発生するための制御手段を備えた通信システム用のステーションにおい
て、上記制御手段は、上記メッセージに応答するときに上記他のステーションから上記あ
るステーションへの通信を制御するのに使用するために上記他のステーションにより使用
されるパラメータに関連した情報を上記他のステーションに与えるように構成されたステ
ーションが提供される。
【００２６】
　本発明の更に別の態様によれば、ワイヤレスインターフェイスを経て通信システムのス
テーションと通信するためのユーザ装置において、ステーションからメッセージを受信す
るための手段と、上記メッセージに対する応答を送信するための制御手段とを備え、上記
ユーザ装置は、上記メッセージと共に受信された制御情報に基づいて上記応答を送信する
ようにされたユーザ装置が提供される。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２７】
　本発明を良く理解するため、添付図面を参照して本発明を一例として詳細に説明する。
　移動テレコミュニケーションシステムを参照して一実施形態を説明する。ここに例示す
る通信システムは、ＷＣＤＭＡ（ワイドバンドコード分割マルチアクセス）技術に基づい
て動作する無線アクセス部分を備えている。ＷＣＤＭＡベースのシステムの特徴は、複数
のユーザ装置が無線インターフェイスを経てセル内のベーストランシーバステーションと
通信するのが許されることである（しかしながら、明瞭化のために、図１には１つのユー
ザ装置しか示されていない）。図１に示すように、ユーザ装置は、２つ以上のベースステ
ーションと同時に無線通信することも許される。図１は、明瞭化のために、２つのベース
ステーションＢＳ１、ＢＳ２しか示していない。
【００２８】
　ユーザ装置は、移動ステーションＭＳ１より成る。移動ステーションという語は、ある
位置から別の位置へ移動することのできる移動ユーザ装置を指す。又、移動ステーション
は、あるネットワークから別のネットワークへローミングすることもできる。但し、他の
ネットワークが、所与の移動ステーションに適用される規格に適合し且つ２つのネットワ
ークのオペレータ間にローミング合意がある場合である。
【００２９】
　ベースステーションＢＳ１、ＢＳ２の各々には、コントローラエンティティＢＣＥが設
けられる。このコントローラエンティティは、ベースステーションと移動ステーションＭ
Ｓ１との間の通信に使用される電力レベルを測定し制御する等の種々のタスクを実行する
。ベースステーションのコントローラエンティティに加えて、ベースステーションのオペ
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レーションは、少なくとも１つの更に別のコントローラエンティティ、例えば、無線ネッ
トワークコントローラＮＣによって制御されてもよい。その構成は、通常、ベースステー
ションに関連した種々の制御ファンクションがベースステーションのコントローラエンテ
ィティとネットワークコントローラエンティティとの間で分割されるようなものである。
ネットワークのコントローラエンティティは、１つ又は多数のベースステーションを制御
する。種々のネットワークコントローラエンティティが互いに接続されて、それらの間で
通信を行う。
【００３０】
　移動ステーションとベースステーションとの間の通信は、スピーチデータ、ビデオデー
タ又は他のデータのような何らかの種類のデータを含む。ベースステーション及び移動ス
テーションは、制御データも通信する。制御データは、マネージメントオペレーションに
関連している。制御データは、種々の要求及び確認のようなメッセージを含む。
【００３１】
　データは、その後のデータ又は無線フレームにおいて複数のデータ記号としてステーシ
ョン間で送信される。データを搬送する信号は、可変データ記号送信レート（データ速度
）で送信され、送信レートは、その後の送信フレームにおいて異なってもよい。データ記
号は、異なるアクセス技術に基づいて送信されてもよい。例えば、ＣＤＭＡ（コード分割
マルチアクセス）システムでは、各送信チャンネルに対して拡散コードで送信されるべき
データ記号を処理することによりデータが送信のためにエンコードされる。ＴＤＭＡ（時
分割マルチアクセス）システムでは、異なるチャンネルに対して割り当てられた異なるタ
イムスロットにおいてデータが送信される。
【００３２】
　移動ステーションＭＳ１とベースステーションＢＳ１及びＢＳ２との間の通信は、専用
チャンネル、共用チャンネル等の異なる通信チャンネルを経て行われる。ＣＤＭＡのよう
なあるシステムでは、当業者に良く知られたやり方でスクランブルコードを使用すること
によりチャンネルが互いに区別される。
　図１において、移動ステーションとベースステーションとの間の異なるシグナリング状
態が、ステーション間の矢印の異なる巾で示されている。図示されたように、ベースステ
ーションＢＳ１は、他のベースステーションＢＳ２よりも、移動ステーションＭＳ１との
アップリンクが弱いものである。これは、アップリンクの電力制御がベースステーション
ＢＳ２に従うことを意味する。しかしながら、図１に示すように、ベースステーションＢ
Ｓ１からのダウンリンクは、ベースステーションＢＳ２からのダウンリンクより強力であ
る。
【００３３】
　図１の各ベースステーションは、接続に関連する１つ以上のパラメータを測定するよう
にイネーブルされる。このパラメータは、アップリンクにおける電力レベル又は信号対干
渉（ＳＩＲ）レベルのようなクオリティパラメータである。即ち、各ベースステーション
ＢＳ１、ＢＳ２が移動ステーションＭＳ１から受信するところの電力レベル又はＳＩＲレ
ベルは、各ベースステーションによって分かる。
【００３４】
　アクセスネットワークにおける電力制御メカニズムは、通常、移動ステーションＭＳ１
が、「最強」のベースステーション、例えば、最良のクオリティパラメータをもつＭＳ１
により送信された信号を受信するベースステーションＢＳ２から受信された電力コマンド
に従うように構成される。従って、移動ステーションＭＳ１の送信電力は、他のベースス
テーションＢＳ１が更なる送信電力を求め続けている場合でも適宜調整される。これは、
移動ステーションＭＳ１とソフトハンドオーバー状態にある全てのベースステーションが
更なる電力を求める場合に、移動ステーションＭＳ１しか送信電力を増加しないからであ
る。
【００３５】
　以下の例では、通常のオペレーションにおいて、移動ステーションＭＳ１は、ベースス



(12) JP 4292010 B2 2009.7.8

10

20

30

40

50

テーションＢＳ２から受信した電力コマンドに基づいてその送信電力を調整すると仮定す
る。電力調整メカニズムは、いわゆるクオリティターゲット又は電力スレッシュホールド
値の使用に基づいて動作する。接続のクオリティがターゲット値より低い場合には、移動
ステーションＭＳ１は、送信電力を増加するように求め、そしてクオリティがターゲット
より高い場合には、電力を減少するように求められる。
【００３６】
　接続クオリティターゲットは、例えば、いわゆるＥｂ／Ｎｏ（信号エネルギー／ノイズ
）又はＳＩＲ（信号対干渉比）又は希望の信号レベルターゲット、或いは２つのステーシ
ョン間の接続に対して推定できるクオリティ尺度を示す同様のパラメータにより通知する
ことができる。
　接続のクオリティは、ターゲット値に基づいて制御される。接続のクオリティに影響す
るいずれの接続パラメータも、ターゲットの変化に従わねばならない。ほとんどの場合に
、クオリティターゲット値を満足するように送信電力が増加／減少されれば充分である。
考えられる閉ループ電力制御メカニズムの詳細な説明は、例えば、３ＧＰＰ（第三世代パ
ートナーシッププロジェクト）技術仕様書第ＴＳ２５．２１４号「Physical layer proce
dure (FDD)」に見ることができる。
【００３７】
　閉ループ電力制御メカニズムに加えて、ＣＤＭＡシステムは、外部ループ電力制御メカ
ニズムも含むことができる。これは、他のクオリティターゲットパラメータ、例えば、ビ
ットエラー率（ＢＥＲ）、又はフレームエラー率（ＦＥＲ）、或いは接続が満足しなけれ
ばならない他の同様のクオリティターゲットに基づいて、電力又はＳＩＲターゲットを調
整することができる。
【００３８】
　この実施形態では、第１ステーションがデータ又は要求或いは問合せを第２ステーショ
ンへ送信する。この送信を受け取った後に、第２ステーションは、第１ステーションへ応
答を返送する。信頼性を改善し及び／又はリソースの使用を最適化するために、応答に対
する少なくとも１つのパラメータに関連した情報が、第１ステーションから第２ステーシ
ョンへシグナリングされる。このパラメータは、例えば、応答の所要電力レベル、及び／
又は応答を送信すべき回数、等々に関連している。応答シグナリングは、次いで、受け取
った情報に基づいて実行される。
【００３９】
　図１の例では、第１ステーションがベースステーションＢＳ１であり、第２ステーショ
ンが移動ステーションＭＳ１である。例えば、ベースステーションＢＳ１が移動ステーシ
ョンＭＳ１にチャンネルを割り当て、そして高速データ共用チャンネル（ＨＳ－ＤＳＣＨ
）を経てそこにデータを送信するときには、ベースステーションＢＳ１は、移動ステーシ
ョンが確認（ＡＣＫ）を返送するのを期待する。
【００４０】
　ベースステーションＢＳ１は、応答に必要とされる電力レベルに関して関連制御チャン
ネル（専用又は共用）を経て情報を移動ステーションに与える。好ましい実施形態では、
この情報は、移動ステーションＭＳ１にオフセット値を与える。このオフセット値は、ベ
ースステーションＢＳ２との最良のアップリンクにおいて送信に使用される電力レベルに
対する電力の差を示す。ベースステーションＢＳ１は、移動ステーションＭＳ１からの送
信に関連した１つ以上の測定に基づいて移動ステーションからの信頼性ある確認送信のた
めに必要とされるオフセットを決定する。電力は、ベースステーションＢＳ１において確
認をデコードするための所定の信頼性レベルが得られるように決定される。
【００４１】
　移動ステーションＭＳ１には、適当な電力制御エンティティＰＣが与えられる。それ自
体知られたように、電力制御エンティティは、ベースステーションＢＳ１から受け取られ
た情報に基づいて応答送信電力レベルの調整を可能にする特徴を組み込むことができる。
即ち、移動ステーションの電力制御エンティティは、最良のベースステーションＢＳ２と
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の通信に使用されるものとは異なる電力レベルで応答送信を行う必要があるという判断を
し、そしてそれに応じて送信を制御することができる。
【００４２】
　確認メッセージ（ＡＣＫ）は、専用チャンネルを経てベースステーションＢＳ１へ返送
される。専用チャンネルは、確認が送信されない場合でも常に「オン」である。これは、
閉ループ電力制御を実行状態に保持するためである。アクティブなベースステーションＢ
Ｓ１は、全体的な電力制御の目的でこの専用チャンネルの信号対干渉比（ＳＩＲ）のよう
なクオリティパラメータを測定することができる。これは、例えば、移動ステーションに
より送信されるいわゆるパイロットビットに基づいて行うことができる。従って、ベース
ステーションＢＳ１は、必要な電力オフセットを計算することができる。電力オフセット
の必要性は、確認送信のためにどれほどの電力が必要とされるかを移動ステーションＭＳ
１に通知するためのダウンリンクデータパケットと共に、ベースステーションＢＳ１から
移動ステーションＭＳ１へシグナリングされる。
【００４３】
　ユーザ装置ＭＳ１に対する必要な電力オフセットを通知するためにベースステーション
ＢＳ１からのダウンリンク送信に新たなシグナリングビットが追加される。これらのビッ
トは、例えば、共用制御チャンネルを経て送信される。というのは、ユーザ装置、又はダ
ウンリンク共用データチャンネルを経て受信しているユーザ装置だけが、確認ＡＣＫを送
信すればよいからである。即ち、この情報は、常に必要とされるのではなく、確認すべき
データパケットがあるときだけ必要とされる。或いは又、ベースステーションは、専用の
制御チャンネル又は専用のデータチャンネルを経てユーザ装置へこれらのビットを送信す
る。
【００４４】
　電力制御は、送信がスロットで行われるアクセス技術ではスロットごとに行われてもよ
い。送信は、例えば、時間に基づいて、又は拡散コードにより、スロットに分割すること
ができる。移動ステーションＭＳ１は、応答に割り当てられたスロット（１つ又は多数）
に対して異なる電力レベルの使用を必要とする情報が移動ステーションに与えられない限
り、「通常」の電力制御メカニズムに基づいてスロットに対して電力を指定する。
【００４５】
　簡単なケースでは、上記情報を与えるのに１ビットで充分である。例えば、「０」は、
５ｄＢのオフセットが必要であることを指示し、そして「１」は、１０ｄＢのオフセット
を指示する。別の考え方によれば、「０」は、オフセットが必要とされないことを指示し
、そして「１」は、所定の付加的な電力が必要とされることを指示する。
　典型的なアプリケーションでは、４ないし１６の異なる電力オフセットレベルを定義す
るために２ないし４ビットが使用される。異なる電力レベル間のステップは、例えば、２
、５又は１０ｄＢである。或いは又、電力レベル間のステップサイズは、非直線的に変化
してもよい。
【００４６】
　ベースステーション（ノードＢ）と、２つのユーザ装置ＵＥ１及びＵＥ２との間のデー
タパケットの送信を示す図３を参照して、特定の実施形態を以下に説明する。図３は、１
つのベースステーションのみに関連したチャンネルを示しているが、複数のベースステー
ションが同時にユーザ装置ＵＥ１及び／又はＵＥ２との通信チャンネルを有することが明
らかであろう。しかしながら、他のチャンネルは、明瞭化のために図示されていない。
【００４７】
　多数のパケットがデータチャンネルＨＳＰＤＳＣＨを経て第１ユーザ装置ＵＥ１及び第
２ユーザ装置ＵＥ２へ送信されるものとして示されている。送信を区分に分割する図３の
垂直線は、高速ダウンリンクパケットアクセス送信時間間隔（ＨＳＰＤＡ　ＴＴＩ）を指
示する。このＨＳＰＤＡ　ＴＴＩは、定義された数のスロットの集合である。即ち、高速
ダウンリンクパケットアクセス送信時間間隔（ＴＴＩ）は、高速ダウンリンク共用チャン
ネル（ＨＳＤＳＣＨ）を経てユーザ装置とベースステーションとの間でデータを搬送する
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ための周期を定義する。従って、論理的に、ＴＴＩは、データフレームの概念に対応する
と思われる。図３の例では、８個のＴＴＩが示され、各ＴＴＩは、長さが３スロットであ
る。
【００４８】
　以下、高速混成自動繰り返し（ＨＡＲＱ）構成に基づいて確認が与えられると仮定する
。又、いわゆるＮチャンネルＨＡＲＱも、いわゆるストップ・アンド・ウェイト(stop-an
d-wait)プロトコルと共に、高速ＨＡＲＱに使用されると仮定する。このストップ・アン
ド・ウェイトプロトコルは、受信ステーションのバッファ要求を減少するために使用され
る。
【００４９】
　ＮチャンネルＨＡＲＱは、非同期送信をサポートする。従って、所与の送信の完了を待
機する必要なく、異なるユーザを自由にスケジュールすることができる。しかしながら、
受信ステーションは、パケットがどのＨＡＲＱプロセスに属するかを知る必要がある。こ
の情報は、高速ダウンリンクパケットアクセス（ＨＳＤＰＡ）制御チャンネル（ＣＨ）、
例えば、ＳＣＣＨを経て明確にシグナリングすることができる。例えば、３つのパケット
が第１ユーザ装置ＵＥ１へ搬送された後に、２つのパケットが第２ユーザ装置ＵＥ２へ送
信される。第１ユーザ装置ＵＥ１への送信は、このような場合に、２つのＴＴＩだけ遅延
される。異なるユーザ装置へのデータパケットの処理時間は、ユーザ装置への連続的な送
信を可能とするように定義されねばならない。
【００５０】
　各パケットは、他のパケットの送信中に確認され、送信されるべきパケットがあるとき
にはダウンリンク（ＤＬ）チャンネルを常時占有状態に保持できるようにするのが好まし
い。
　図３において、アップリンク確認は、専用の物理的制御チャンネル（ＤＰＣＣＨ）を経
て送信されるものとして示されている。矢印Ｒ１ないしＲ９は、異なるオペレーション間
の種々の関係を示す。即ち、ＤＬ　ＤＰＣＨ、共用データ及び制御チャンネル（ＨＳ－Ｐ
ＤＳＣＨ及びＳＣＣＨ）送信、及び確認送信におけるポインタビット間の関係を示す。
【００５１】
　より詳細には、二重線矢印Ｒ２、Ｒ５及びＲ９の各々は、各専用制御チャンネルにおい
て所与のユーザ装置のアップリンクに対して実行されるクオリティ測定を示す。単一線矢
印Ｒ１、Ｒ４及びＲ６は、ダウンリンクにおける共用制御チャンネルＳＣＣＨとポインタ
ビットとの間の関係を示す。単一線矢印Ｒ３及びＲ６は、ダウンリンクデータチャンネル
ＨＳＰＤＳＣＨとアップリンクの確認との間の関係を示す。これら確認は、ＳＣＣＨを経
て受け取られた情報、即ち測定の結果に基づいて調整された電力と共に送信される。
【００５２】
　第１の間隔ＴＴＩ１の間に、ベースステーションは、ユーザ装置ＵＥ１にポインタビッ
トを送信する。ポインタビットは、ユーザ装置ＵＥ１が次のＴＴＩ（ＴＴＩ２）の間にＨ
Ｓ－ＰＤＳＣＨ及びＳＣＣＨを経てデータ及び制御情報を受け取らねばならないことを指
示する。又、ＴＴＩ１の間に、ベースステーションは、ユーザ装置ＵＥ１のアップリンク
のクオリティを測定する。これらの関係は、関係矢印Ｒ１及びＲ２により各々示されてい
る。
【００５３】
　例えば、アップリンクのＳＩＲは、各スロットにおいてＤＰＣＣＨに送信される専用パ
イロット記号から測定することができる。このクオリティの測定に基づき、ベースステー
ションは、ＴＴＩ４の間に確認を送信するときに使用しなければならない電力レベルに関
する情報を、ＴＴＩ２にユーザ装置ＵＥ１に与える。この関係が矢印Ｒ３により指示され
ている。電力レベル情報は、上述したように、電力オフセットとして与えることができる
。この電力オフセット情報は、例えば、共用制御チャンネル（ＳＣＣＨ）において数ビッ
トのフィールドとして与えられてもよい。
【００５４】
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　測定値は、長い時間周期にわたって平均化されるか、さもなければ処理されることに注
意されたい。矢印Ｒ２は、送信に使用される電力オフセットが、その電力オフセットを送
信する前に行われた測定に基づくものであることを単に示している。
　電力レベル情報を受信した後に、ユーザ装置ＵＥ１は、ベースステーションからの情報
に基づく電力レベルを使用して確認を送信する。確認は、肯定確認（図３のＡ）であるか
又は否定確認（図３のＮ）である。
【００５５】
　図３において、確認スロットの幾つかは、高レベルであるとして示され、それらの確認
に対して増加送信電力が使用されることを示している。この増加電力は、スロット全体に
適用されてもよいし、又はスロット内の確認ビットのみに適用されてもよい。又、この同
じ増加電力を、他のスロットに使用してもよいが、これは、それら他のスロットが、確認
と同じベースステーションのみへ送信された測定又はクオリティレポートのような他の情
報を含む場合である。又、増加電力は、ＴＴＩ全体に適当されてもよいし、又は多数のＴ
ＴＩに適用されてもよい。
【００５６】
　関係Ｒ１ないしＲ３に加えて、図３は、ユーザ装置ＵＥ２に関連した第２組の関係Ｒ４
ないしＲ９も示している。この場合に、確認は、否定（Ｎ）であり、それ故、メッセージ
を再送信するために第２ユーザ装置ＵＥ２のＤＬ　ＣＰＣＨチャンネルに新たなポインタ
ビットが与えられる。
　応答のための電力レベルをベースステーションにより適切に決定できるよう確保するた
めに、アップリンクのクオリティ測定は、できるだけ遅くに行われるのが好ましい。図示
されたように、例えば、矢印Ｒ２で示された測定に関連した情報は、次の送信時間間隔（
ＴＴＩ２）に制御チャンネル（ＤＬＳＣＣＨ）を経て送信される。
【００５７】
　この実施形態は、確認に特に適している。というのは、確認は、ダウンリンク送信に応
答して送信されねばならず、且つ確認送信の信頼性は高くなければならないからである。
　メッセージ特有の制御情報は、ユーザ装置による信頼性ある応答を確保するために異な
るパラメータが必要であることを第１ステーションが決定したときだけシグナリングされ
る。
【００５８】
　図４は、ユーザ装置が最強のベースステーション即ちベースステーションＢＳ２からの
電力コマンドに従う更に別の実施形態を示す。別のベースステーションＢＳ１は、「電力
オフセット１」メッセージをユーザ装置へ送信する。「電力オフセット１」メッセージを
受信した後に、ユーザ装置の電力制御ファンクションは、上記他のベースステーションに
従い始める。
【００５９】
　ユーザ装置の電力制御は、所定の時間中にベースステーションＢＳ１からのメッセージ
に基づいてその送信電力をセットする。或いは又、ユーザ装置は、ベースステーションＢ
Ｓ１へ送信されるべき確認又は測定レポート等々の情報を有する限り、そのベースステー
ションからのコマンドに従ってもよい。又、ユーザ装置は、それが接続しているいずれか
のベースステーションからの新たな電力オフセット情報を待機してもよい。即ち、「オフ
セット２」と示されたような新たなオフセットが以前のオフセットパラメータに置き換え
られる。
【００６０】
　ユーザ装置の電力制御が「通常」のソフトハンドオーバーモードに戻ると、ユーザ装置
は、オフセットコマンド「オフセット１」を受信する前に使用していたレベルにその電力
を戻す（通常は減少する）。即ち、ユーザ装置は、ユーザ装置との最良のアップリンクを
有する最強のベースステーションＢＳ２からの電力制御コマンドに従い始める。これは、
ベースステーションＢＳ１により通知された第１オフセット（即ち、図４ではオフセット
２＝オフセット１）、又は所定の第２オフセット（オフセット２）に等しいオフセットパ
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ラメータを使用することにより行われる。第２オフセットは、上記第１オフセットの関数
でもよい。又、第２オフセットは、最良のアップリンクを有するベースステーションＢＳ
２により通知されてもよい。
【００６１】
　更に別の実施形態では、ユーザ装置と接続している（例えば、ソフトハンドオーバー状
態にある）各ベースステーションは、アップリンクのクオリティを連続的に測定すること
ができる。通常の電力制御コマンドに加えて又はそれに代わって、各ベースステーション
は、クオリティターゲットを満足するためにどれほど電力を変化（増加又は減少）させね
ばならないかを知らせる電力オフセット情報をユーザ装置へ送信する。この情報は、専用
制御チャンネルを経て送信されるのが好ましい。通常のソフトハンドオーバーの場合に、
ユーザ装置は、最低の送信電力を生じるオフセットを使用するか、又は通常の電力制御コ
マンドに従う。しかしながら、ユーザ装置が１つのベースステーションのみへ送信すべき
何かを有するときには、ユーザ装置は、そのベースステーションにより送信される電力オ
フセットを使用する。オフセットは、周期的に送信されてもよく、例えば、各スロットに
おいて電力制御コマンドとして、又はｎ個のスロットごとに一度、等々で送信されてもよ
い。又、オフセット情報は、必要なときに、例えば、オフセットの値があるスレッシュホ
ールド値を越えたときに、送信されてもよい。
【００６２】
　一実施形態では、ユーザ装置は、確認メッセージを送信するために強力なコードを使用
するように強制されてもよい。例えば、ユーザ装置は、確認を繰り返し送信するように命
令されてもよい。例えば、確認を一度だけ送信するのではなく、ユーザ装置は、確認を３
回、５回又は１０回等々と送信するように命令されてもよい。一実施形態によれば、ユー
ザ装置は、確認を確実にデコードできるように、１つのスロットではなく、例えば、３つ
のスロットにおいて確認を送信するように命令される。
【００６３】
　又、上述した送信パラメータ情報提供メカニズムは、確認以外のシグナリングファンク
ションに関連して使用されてもよい。応答メッセージは、例えば、測定レポート又は他の
レポートであってもよい。ここに提案するシグナリングメカニズムは、ユーザ装置と通信
する複数のベースステーションのあるベースステーションによりレポートが要求された場
合に特に好都合である。このベースステーションは、特定のベースステーションに向う応
答に対して使用されるべき電力オフセット及び／又は他のパラメータをユーザ装置に通知
する。
【００６４】
　応答シグナリングの少なくとも１つの特徴の上記調整は、電力レベル測定からの情報に
基づくものである。又、調整は、２つのステーション間のインターフェイスに関連した他
の情報に基づいてもよい。例えば、ベースステーションＢＳ１は、移動ステーションＭＳ
１からの以前の応答の分析に基づいて、ある電力オフセットを要求してもよい。この分析
が、ある数の応答が正しくなかったことを指示する場合には、信頼性を改善するためにオ
フセットを増加することができる。応答は、初期のＡＣＫでもよいし、又はユーザ装置か
ら送信される他のデータ、例えば、スピーチパケットでもよい。
【００６５】
　上述した解決策は、第１メッセージがユーザ装置からベースステーションへ送信される
場合にも適用できることに注意されたい。このような場合、ユーザ装置は、ベースステー
ションからの応答に対してもつ必要性をベースステーションに通知することができる。
　本発明の実施形態は、移動ステーションに関連して説明したが、他の適当な形式のユー
ザ装置にも適用できることが明らかであろう。
【００６６】
　本発明の実施形態は、２つ以上のベースステーションと通信する移動ステーションに関
連して説明したが、本発明は、２つのステーションのみが互いに通信する場合にも適用で
きることが明らかであろう。例えば、第２ステーションにより応答されるべきメッセージ
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きコード及び／又は電力に関する情報をそのメッセージに挿入してもよい。
【００６７】
　本明細書は、あるシステム特有の通信チャンネルの例を説明したが、本発明の実施形態
は、これらの例に限定されるものではないことが明らかである。
　又、応答は、例えば、共用制御チャンネル又はデータチャンネルが定義されたシステム
においてそのようなチャンネルを経て送信されてもよい。又、特定の確認チャンネルが定
義されてもよい。
　データは、パケット形態であるとして説明した。本発明の別の実施形態では、データは
、任意の適当なフォーマットで送信することができる。
【００６８】
　更に、データパケットごとに接続のクオリティを測定し、及び／又は応答が要求される
たびにオフセット情報をユーザ装置に供給することが常に必要とされるのではない。むし
ろ、例えば、所定の間隔で、又は所定の事象（例えば、接続のクオリティが変化し、又は
ユーザ装置があるネットワークコントローラから別のネットワークコントローラへ再配置
され、等々）に応答して、測定が行われ及び／又は情報が送信されてもよい。従って、ユ
ーザ装置とベースステーションとの間の接続中にユーザ装置に対してオフセット情報が一
度与えられれば充分である。
【００６９】
　本発明の実施形態は、ＣＤＭＡシステムに関連して説明した。本発明は、時分割マルチ
アクセス、周波数分割マルチアクセス、又はスペース分割マルチアクセス、及びその混成
を含むいかなる他のアクセス技術にも適用できる。
　ベースステーションは、第三世代（３Ｇ）ユニバーサル移動テレコミュニケーションシ
ステム（ＵＭＴＳ）に関連した規格のような幾つかの通信規格では、ノードＢと称される
ことが明らかである。しかしながら、本明細書では、明瞭化のために、ベースステーショ
ンという語を使用した。
【００７０】
　上記問題に対する別の解決策によれば、専用の物理的チャンネル（ＤＰＣＨ）は、高速
ダウンリンク共用チャンネル（ＨＳ－ＤＳＣＨ）のみに関連して使用される。即ち、ＤＰ
ＤＣＨには他のデータは送信されない。従って、ＤＰＣＨの電力制御は、最良のベースス
テーションではなく、アクティブなＨＳ－ＤＳＣＨを経て送信する（アップリンク及びダ
ウンリンクの両方において）ベースステーションに従う。アップリンクのＤＰＤＣＨを経
て他のデータが搬送されない場合には、移動ステーションのアップリンク電力制御ファン
クションは、アクティブな高速データベースステーションに従うことができる。このよう
な状況では、電力オフセットに関する情報は、アップリンクについては必要とされない。
というのは、電力制御ファンクションが電力を調整するからである。
【００７１】
　又、以上、本発明の実施形態を説明したが、特許請求の範囲に規定された本発明の範囲
から逸脱せずに、上記解決策に対し多数の変更や修正がなされ得ることに注意されたい。
【図面の簡単な説明】
【００７２】
【図１】本発明が実施されるアクセスシステムを示す図である。
【図２】本発明の実施形態の動作を示すフローチャートである。
【図３】特定の実施形態を示す図である。
【図４】２つのベースステーションからの電力制御コマンドを有する更に別の実施形態を
示す図である。
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